
地域一体となった観光地の再生・観光サービスの高付加価値化事業

伴走支援の対象となる候補地域を公募します！
本公募は、伴走支援を活用しながら地域計画の磨き上げを行う、「候補地域」を採択するための公募です。

自治体やＤＭＯ、地域の事業者間でお話し合いいただき、連携する意欲をもって応募いただくようお願いします。
本公募は申請いただいたものから順次審査を行うため、早期申請をおすすめします。

●第二次公募期間

●応募方法

令和４年 令和４年

６月1日（水）～６月３０日（木） 17:00

以下の特設Webサイトからの電子申請
https://kankosaisei.net

公募期間および応募方法
●本公募に申請できる者は、以下のとおりです。
①自治体 
②観光地域づくり法人（ＤＭＯ）又は
　その候補として観光庁長官の登録を
　受けている法人 
③複数の民間事業者で構成される団体代表

公募要件

多様な専門性を持つ伴走支援チームが、計画の作成をお手伝いします

※いずれも申請にあたっては、「宿泊施設の高付加価値化改修」（補助事業）を行う宿泊事業者の参加及び原則として計画の対象地域に所在する5者以上の事業者の
参加を必須とします。※③が申請者となる場合は、計画審査までに地域計画の対象地域を管轄する市町村への事前通知を行う必要があります。

【地域一体型】 事業実施までの流れ

地域公募のご案内地域一体型

地域の魅力を引き出すコン
セプトづくりや、計画の進行
をサポートします。

ブランディングの専門家
観光資源に精通し、地域の
特色を活かした計画づくりや
事業実施をサポートします。

観光アドバイザー
経営状況や地域課題の分析
を通して、経営強化や地域へ
の波及効果をサポートします。

経営コンサルタント
施設改修・まちづくりの専門
家として、ハード改修の計画づ
くりと実施をサポートします。

建設コンサルタント
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その他、地域のニーズに即した専門家の支援を受けられます。



                 コールセンター

03-6700-5080
（受付時間 9:30~18:00 日祝を除く） 

地域一体となった観光地の再生 検 索

補助対象事業 補助率 補助上限額 留意点

宿泊施設の
高付加価値化改修

観光施設の改修

・原則、外観改修等の(宿泊客以外の)外部に裨益する内容を含むこと
・施設規模もふまえつつ、抜本的な大規模改修を求める
・外観改修に必要な、建物改修に付随する外壁・庭等の改修も対象
・廃屋撤去との併用可

廃屋の撤去

交通関係事業

公的施設の観光目的での
利活用のための民間活力の導入

実証実験
（交通関係事業に該当するものを除く）

1 / 2

1 / 2

2 / 3

1 / 2

1 / 2

1 / 2

1 / 2

500万円

1億円

1億円

1億円

2000万円

1000万円

500～5000万円

地域や事業者ごとのニーズ 支援内容

地域の課題を正確に捉えた
計画をつくりたい！

・地域全体の課題抽出、整理の支援
・事業者の経営課題をふまえた事業革新の方向性検討の支援

地域一体型

地域公募で採択されると

拡充

観光のトレンドと地域の特色を
活かした未来を描きたい！

・地域全体の課題解決の方向性検討支援
・地域のコンセプト策定支援

中長期的な経営改善につながる
施設改修プランをつくりたい！

・地域計画と連動した施設改修案の検討支援
・必要な投資金額に関する見積、回収プラン等の精査

地域が一体となって、同じ目標に向かって
それぞれの事業を推進したい！

・地域計画と個別の事業計画の突合と、合意形成の支援

詳しい情報は特設Ｗｅｂサイトから公募要領をご確認ください

https://kankosaisei.net

地域や事業者ごとのニーズに応じた以下のような支援を活用しながら、計画の磨き上げを行います。

補助事業を実施するには
有識者による審査で採択される必要があります。
伴走支援による磨き上げを経て一定水準に達した地域計画は、有識者委員会において審査されます。

・上記に加え、経営体力・投資余力要件（債務償還年数で確認）
  および事業性の第三者精査（金融機関）を実施

・跡地が観光目的の利用に供されるものに限る

・新たな民間活力の導入もしくは、既存の民間委託契約等の
  条件を変更することが前提の施設改修のみ対象

・実証実験とは、「地域計画に基づき実施する施設改修等の
  効果を最大化する取組」を指す
・事業費は、計画全体の事業費の１割までを目安として対象とする

・事業内容により補助率・補助上限額が異なる


